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地域づくり総合交付金交付申請額算出調書
（まち・ひと・しごと創生寄附活用事業兼地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業）
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注　１　この様式は、地域づくり総合交付金の交付を申請する事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業であり、かつ地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）の関連事業である場合に使用すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされている事項）を記載すること。
３　「交付事業に要する経費」欄には、当該交付事業に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。
４　「交付対象経費」欄には、当該交付事業のうち、交付の対象となる部分に係る経費の額を記載すること。
５　「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に記載すること。ただし、８の「法人から受ける予定寄附金額」を除く。
６　「交付基本額」欄には、当該交付金の算出の基礎となるべき額を記載すること。　　　
７　「地方創生推進交付金交付額」欄には、地方創生推進交付金（先駆タイプ）の交付決定額に10分の１を乗じて得た額を記載すること。
８　「法人から受ける予定寄附金額」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人から受ける寄附金（交付対象
経費に係る分）の予定金額を記載すること。
